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要旨 

 新型コロナウイルス感染症（以下，COVID-19）の影響により，新潟県内における障害福祉サービス事

業所の利用者の変化や職員の業務・経営の状況について明らかにすることを目的とした．その結果，85

施設（43.4％）の施設が障害福祉サービスの中止または縮小が余儀なくされたことが明らかとなった．利

用者の生活では「外出頻度の減少」，「余暇活動の頻度の減少」，「社会交流の頻度の減少」等の変化を認め

た．事業所への影響は，収入が減少した施設が 121 施設（62.1%），周囲からの差別や偏見を受けた施設

が 11 施設（5.7%）存在した．必要なサービスが安定的・継続的に提供されるように感染拡大防止対策に

合わせて，事業継続計画の作成，オンラインの活用，支援者の心のケアにも配慮していくことが，利用者

やその家族，事業所の存続にも影響すると示唆する．COVID-19 は利用者やその家族の生活，事業所の

職員や支援体制，経営にも多大な影響を及ぼしていることが明らかとなった． 

 

キーワード 

 新型コロナウイルス感染症，障害福祉サービス，影響実態調査 
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Ⅰ．はじめに 

 

 世界中で猛威を振るっている新型コロナウイルス感染症（以下，COVID-19）は，人々の生活の質の低

下や障害を患った方の健康，経済，そして日常生活や社会活動にも負の影響を及ぼしている 1～3）．その渦

中で，障害福祉サービス事業所においても集団感染事例も報告されており 4，5），対象者へのサービス提供

がストップせざるを得ない状況が発生している． 

 障害福祉サービス事業所を対象とした滋賀県の調査（調査時期：2020 年 4 月 22 日～4 月 29 日）では，

感染拡大防止対策の観点から 56％の事業所が通所利用者の自粛や利用者の通所時間の短縮等，サービス

の縮小を行っており，それに伴い事業所の収入減少や利用者の生活リズムの乱れなどが生じていること

が報告されている 6）．静岡市の調査（調査時期：2020 年 6 月 15 日～6 月 19 日）では，居住系サービス

の縮小は 24.0％に留まったが，通所系サービスにおいては 73.9%の事業所がサービスの縮小，さらには

32.9％の事業所が前年より事業所の収入減少の実態が明らかとなっている 7）．障害者雇用においても，新

規求人数，新規求職申込件数，就職件数，就職率共に前年同月より減少しており，COVID-19 が障害者

の就労の機会を阻害していることが伺える 8）． 

 リハビリテーション場面においては，COVID-19 への感染拡大予防対策の観点から遠隔リハビリテー

ションの実践が国内外で報告されている 9～13）．そのほかに，医療従事者のパンデミック後のストレスの

増加に関する報告も散見している 14，15）． 

 これまでの報告より，COVID-19 の影響によって一部の自治体において「障害福祉サービスの提供の

縮小」や「障害者雇用の機会の減少」，「利用者の心身の変化」，「医療福祉の支援者の精神的不安やストレ

ス」に関して明らかになっている．しかし，具体的にどのような障害福祉サービスがどの程度縮小され，

利用者にどのような変化が生じているのか，さらには障害福祉サービス事業所の支援者がどの程度業務

や経営に関する変化が生じたのか明らかにされていない． 

 

Ⅱ．目的 

 

 COVID-19 の影響により，障害福祉サービス事業所の利用者の変化や職員の業務・経営の実態を明ら

かにすることを目的とした．それを明らかにすることは，今後 COVID-19 を含め感染症が拡大した際に，

より迅速に対応策を検討するための資料につながる． 

 

Ⅲ．方法 

 

1．対象とサンプリング方法 

 新潟県内の障害福祉サービス全事業所（2021 年 1 月 19 日時点：療養介護，生活介護，施設入所支援，

自立訓練（機能訓練，生活訓練），就労移行支援，就労継続支援 A・B 型）380 施設を分析対象とした．

新潟県ホームページ「障害者総合支援法 指定障害福祉サービス事業者等情報」16）を活用し，新潟県内

の障害福祉サービス事業所をリスト化した．  

2．調査票の作成と内容的妥当性の検討 

 回答者の基本属性と各事業所のサービスの中止・縮小の内容及び中止・縮小期間に加え，先行研究や報

告書 1～3，6～8，12～15）をもとに COVID-19 の影響による利用者の生活・心身機能の変化に関する項目を 10
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項目，各事業所の業務内容や経営状況の変化に関する項目を 9 項目抽出し調査票を作成した．その項目

について OT3 名（OT3 名の平均経験年数：13.0 年，OT3 名の障害福祉領域の平均経験年数：7.3 年）

に対し「保持」「修正」「削除」の選択肢から択一式で回答を求めた．OT3 名の回答結果から，全員が「保

持」だった場合は，その項目は原文のままで修正等はなし，各項目の表現等も含め 1 名でも「修正」とし

て指摘した箇所は全て修正するとし，3 名の内 1 名以上が「削除」と回答した場合，該当する項目を削除

することとした．また追加項目があれば全て追加し，上記の作業を繰り返し行った．その結果，削除およ

び修正項目はなく 10 項目が妥当と判断された． 

3．データ収集方法 

 無記名自記式質問紙調査法によるアンケート調査を 2021 年 1 月 28 日～2021 年 3 月 23 日に実施し

た．調査票は施設責任者宛に郵送し，回答の返信を依頼した． 

4．データ分析方法 

 基本情報（役職，所持している資格，障害福祉領域の経験年数，利用定員数，利用者の障害種）は記述

統計（平均値，標準偏差，度数分布）で処理した． 利用者の障害種は，身体障害，知的障害，精神障害，

発達障害，高次脳機能障害の中で，利用者数が多い順に 1 位から 5 位まで順位付けにて回答を求めた． 

 COVID-19 に影響による各事業所のサービスの中止・縮小した事業所数を集計し，さらにサービス内

容についてカテゴリー分類による内容分析 17）を行った．COVID-19 の影響による利用者の生活・心身機

能の変化と各事業所の業務内容や経営状況の変化を度数分布表にまとめた． 

 検定の有意水準は 5%とし，データ解析には R2.15.1 を用いた． 

5．倫理的配慮 

 調査票は無記名での回答とし，個人の回答がそのまま公表されないこと，また，調査への協力は自由意

志であり，調査に協力しない場合でも不利益を被らないこと，そして調査票の返信をもって調査への同意

が得られたものとすることを文書にて明記した． 

 なお，本調査は公益社団法人 新潟県作業療法士会（障害福祉対策委員会）の調査研究事業の一環とし

て実施した． 

 

Ⅳ．結果 

 

1．回収率 

 380 施設中 196 施設（回収率：51.6％）から返信があり，196 施設を分析対象とした． 

2．回答者の基本属性 

 回答者の役職は，施設長が 56 名（28.7％）と最も多く，次に一般職員 49 名（25.1％）が続いた．所有

している資格は，社会福祉士が 58 名（29.6％）と最も多く，次に介護福祉士 55 名（28.1％）が続いた．

障害福祉領域の実務経験年数は平均 15.6 年（標準偏差 9.4 年）であった．提供しているサービスは，就

労継続支援 B 型が 117 施設と最も多く，次に 81 施設と生活介護が続いた．利用者の障害種は，最も利用

者数が多い障害種は，知的障害 112 施設（60.9％），次に精神障害 51 施設（31.5％）が続いた（表 1）． 

3．サービス中止または縮小した施設数とその内容 

 障害福祉サービス中止または縮小した施設は 85 施設（43.4％）であった．その内，現在も何らかのサ

ービスを中止または縮小を継続している施設が 48 施設（56.5％），現在はサービスの中止または縮小を

解除している施設が 30 施設（35.3％）であった（表 2）． 
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 サービス中止または縮小した内容は，「行事・イベント（旅行，収穫祭，販売等）中止または縮小：31

施設（36.5％）」，「通所系サービス中止または縮小：23 施設（27.1％）」，「利用者の人数制限・時間短縮：

20 施設（23.5％）」，「外出および訪問支援の中止：18 施設（21.2％）」，「外出自粛または外泊中止：18 施

設（21.2％）」が多くを占めた（表 3）． 

4．COVID-19 の影響による障害福祉サービス利用者の心身機能や生活行為の変化 

 COVID-19 の影響により利用者の変化で「多数いる（いた）」と回答した割合が多かった内容は「外出

頻度の減少：104 施設（53.9％）」，「社会交流の頻度の減少：82 施設（42.5％）」，「余暇活動の頻度の減

少：82 施設（42.5％）」，「運動量の減少：61 施設（31.6％）」であった（表 4）． 

5．COVID-19 の影響による障害福祉サービス事業所の変化 

 残業の頻度は 144 施設（73.5％）が「変わりない」との回答であったが，業務量は「かなり増えた」と

「やや増えた」を合わせると 108 施設（55.1％）で業務量が増加していた．事業所の収入は「かなり減っ

た」と「やや減った」を合わせると 121 施設（62.1％）が減少している結果となった．職員への周囲から

の差別・偏見は，「かなりいる」と「少しいる」を合わせると 11 施設（5.7％）存在していた．職員の健

康状態は，悪化した職員が「かなりいる」と「少しいる」を合わせると 20 施設（10.2％）いる結果とな

った．オンラインの活用状況については，利用者または家族支援として活用している施設は 26 施設

（13.3％），他施設との面談で活用している施設は 55 施設（28.2％），事業所内・外の研修会で活用して

いる施設は 136 施設（69.7％）であった．今後のオンラインの活用に関する意向は「かなり積極的」と

「やや積極的」を合わせると 119 施設（61.0％）が積極的であるとの結果であった（表 5）． 

 

Ⅴ．考察 

 

 COVID-19 の影響により，新潟県内の障害福祉サービス事業所において，約 4 割の事業所が障害福祉

サービスの中止または縮小を余儀なくされたことが明らかにとなった．サービスの中止または縮小内容

としては，外出に伴う不特定多数との接触の可能性がある外出訓練や行事・イベント，余暇活動，通所系

サービスであった．COVID-19 の感染拡大防止対策の観点から，人との接触を極力減少させるためにサ

ービスの中止や縮小は避けられない状況であったと考える．それにより，利用者の運動量の減少や社会交

流の頻度が減少し，利用者の中には就職活動が円滑にいない，生活リズムの乱れが生じてしまった可能性

が推察される．神奈川県川崎市では，市内で障害福祉サービスを縮小している事業所が約 4 割を占め，

家族の負担や利用者の不安・ストレスが増強していることが報告されている 18）．そのほかに，徳島県で

は COVID-19 の影響で障害福祉サービスにおける「イベント自粛等で，事業所で作製した商品が販売で

きない」，「企業からの受注が減少している」等によって，9 割の事業所が利用者の工賃に影響が出る可能

性がある（調査期間：2020 年 4 月 20 日～24 日）ことが報告されており 19），障害福祉サービス利用者の

心身機能だけではなく，社会生活へも負の影響を与えていた．そのような中，厚生労働省は利用者に必要

なサービスが安定的・継続的に提供するよう，感染拡大防止対策に合わせて 20），事業継続計画（Business 

Continuity Planning；BCP）の重要性 21）や利用者の支援に関してオンラインを積極的に活用するよう通

知を出している 22）．本調査では，事業所内・外の研修会では，約 7 割の事業所が活用していたが，利用

者や家族支援に対しては約 1 割程度の活用に留まった．今後，利用者や家族支援においてもオンライン

を積極的に活用していくことが期待されている． 

 そのほかに，本研究結果からも障害福祉サービス事業所の支援者の COVID-19 に伴う業務量・ストレ
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スの増加や差別・偏見が存在している実態が明らかとなった．支援者の心のケアにも配慮していくこと

が，利用者やその家族，事業所の存続にも影響すると示唆する．厚生労働省は，働く人へのメンタルサポ

ートの窓口を開設しており 23），利用者やその家族への支援に並行し，COVID-19 の感染拡大が長期化し

ているため，今後さらに職員へのメンタルヘルスへのサポートを強化していくことが大切であると考え

る． 

 以上のことから，COVID-19 は，利用者やその家族の生活，事業所の職員や運営，経営に多大な影響

を及ぼした．一方で，障害福祉サービスは利用者の生活の構築のためには大切な場所であり，社会とのつ

ながりとして重要な役割を果たしているため，事業継続計画（Business Continuity Planning；BCP）の作

成やオンラインを積極的に活用していくことが，利用者へのサービスの質をある程度担保しつつ，安定し

たサービス提供につながると考える． 

 本研究は，新潟県のみの研究結果であるため，全国の事業所全体へ一般化するには限界がある． 

 

Ⅵ．結論 

 

 COVID-19 の影響により，約 4 割の障害福祉サービス事業所でサービスの中止または縮小され，利用

者の心身機能の低下や生活リズムの乱れ，就職活動の制限等が生じた．利用者の生活は「外出頻度の減

少」，「余暇活動の頻度の減少」，「社会交流の頻度の減少」，「運動量の減少」等の変化を認めた．事業所へ

の影響は，収入が減少した施設が約 6 割，周囲からの差別や偏見を受けた施設が約 6％存在した．必要な

サービスが安定的・継続的に提供されるように感染対策に合わせて，事業継続計画の作成，オンライン面

会の実施，そして支援者の心のケアにも配慮していくことが，利用者やその家族，事業所の存続にも影響

すると示唆する．COVID-19 は，利用者やその家族の生活，事業所の職員や運営，経営に多大な影響を

及ぼした．障害福祉サービスは利用者にとって大切な場所であり，社会とのつながりとして重要な役割を

果たしていることが明らかになったと考える． 
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表 

表 1 回答者の基本属性 

項目 n（％） N=196 

役職 
 施設長/一般職員/管理者 
 主任/次長/所長/支援課長代理 
 課長/支援課長/副施設長 
 センター長/課長補佐/園長 
 業務課長/係長/代表など 15職種 

 
56(28.7)/49(25.1)/38(19.5) 
8(4.1)/5(2.6)/5(2.6)/4(2.1) 
各 3(1.5) 
各 2(1.0) 
各 1(0.5) 

所有している資格（複数回答あり） 
 社会福祉士/介護福祉士/サービス管理責任者 
 社会福祉主事/なし/精神保健福祉士 
 保育士/介護支援専門員/介護職員初任者研修 
 作業療法士/ジョブコーチ/教員免許 
 社会福祉施設施設長資格/生活支援員/幼稚園教諭 
 相談支援専門員/調理師看護師など 9資格 

 
58(29.6)/55(28.1)/53(27.0) 
32(16.3)/29(14.8)/28(14.8) 
19(9.7)/13(6.6)/10(5.1) 
8(4.1)/5(2.6)/4(2.0) 
4(2.0)/3(1.5)/2(1.0) 
各 1(0.5) 

障害福祉領域の実務経験年数 15.6±9.4 

提供サービスと利用定員（複数回答あり） 
 生活介護 
 施設入所支援 
 機能訓練 
 生活訓練 
 就労移行支援 
 就労継続支援 A型 
 就労継続支援 B型 

 
81（23.1±18.8） 
26（42.2±19.9） 
4（16.5±10.8） 
20（8.9±4.8） 
53（8.6±5.6） 
20（16.4±6.1） 
117（23.2±9.4） 

*利用者数が多い順に第 1位から第 5位まで順位付けにて回答した結果である 

 

 

表 2 COVID-19の影響で障害福祉サービスを中止または縮小した施設数 

回答項目 n（％） 

無回答 8(4.1) 
サービス中止または縮小なし 103(52.6) 
サービス中止または縮小あり 85(43.4) 
 現在も何らかのサービスを中止または縮小を継続 48(56.5) 
 現在はサービス中止または縮小を解除 30(35.3) 
 不明 7(8.2) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 第 1位 第 2位 第 3位 第 4位 第 5位 

障害種別利用者数順位* 
 身体障害 22(14.6) 42(27.8) 31(20.5) 49(32.5) 7(4.6) 
 精神障害 51(31.5) 49(30.2) 48(29.6) 10(6.2) 4(2.5) 
 発達障害 10(7.1) 59(42.4) 43(30.9) 21(15.1) 6(4.3) 
 知的障害 112(60.9) 38(20.7) 31(16.8) 3(1.6) 0(0.0) 
 高次脳機能障害 1(1.9) 1(1.9) 5(9.3) 20(37.0) 27(50.0) 
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表 3 中止または縮小したサービスに関する内容分析の結果 

回答項目 n（％） 

行事・イベント（旅行，収穫祭，販売等）中止または縮小 31(36.5) 
通所系サービス中止または縮小 23(27.1) 
利用者の人数制限・時間短縮 20(23.5) 
外出および訪問支援中止 18(21.2) 
外出自粛または外泊中止 18(21.2) 
日中活動（通所系以外：就労 A・B型，生活介護等）中止・制限 12(14.1) 
面会中止または一部制限 10(11.8) 
余暇活動中止または縮小 10(11.8) 
施設外作業・施設外就労中止または縮小 9(10.6) 
企業または施設訪問・見学 7(8.2) 
ボランティア・外部講師の受入中止 6(7.1) 
職場体験中止 3(3.5) 
外部業者立ち入り制限 2(2.4) 
緊急事態宣言地域または県外への往来自粛 1(1.2) 
就職活動の制限 1(1.2) 
新規事業計画停止 1(1.2) 
家族会総会 1(1.2) 

 

 

表 4  COVID-19の影響による障害福祉サービス利用者の心身機能や生活行為の変化 

回答項目 n（％） いない 多少いる（いた） 多数いる（いた） 

1．身体機能の不調 146(75.6) 46(23.8) 1(0.5) 
2．精神機能の不調 79(40.9) 108(56.0) 6(3.1) 
3．認知機能の低下 173(90.6) 18(9.4) 0(0.0) 
4．日常生活活動能力（ADL）の低下 151(78.6) 41(21.3) 0(0.0) 
5．就職活動の頻度の減少 112(61.5) 56(30.8) 14(7.7) 
6．余暇活動の頻度の減少 25(13.0) 86(44.6) 82(42.5) 
7．外出頻度の減少 13(6.7) 76(39.4) 104(53.9) 
8．運動量の減少 44(22.8) 88(45.6) 61(31.6) 
9．社会交流の頻度の減少 26(13.5) 85(44.0) 82(42.5) 
10．生活リズムが不安定 93(48.7) 87(45.5) 11(5.8) 

 

 

表 5  COVID-19の影響による障害福祉サービス事業所の変化 

職員の業務量と事業所の収入 n（％） 
 かなり増えた やや増えた やや減った かなり減った 変わらない 

 残業の頻度 6(3.1) 32(16.3) 9(4.6) 5(2.6) 144(73.5) 
 業務量 17(8.7) 91(46.4) 9(4.6) 8(4.1) 71(36.2) 
 収入 1(0.5) 10(5.1) 76(39.0) 45(23.1) 63(32.3) 

 

 

 

 

周囲からの差別・偏見と職員の健康状態  n（％） 
 かなりいる 少しいる いない 分からない 

 差別・偏見の有無 1(0.5) 10(5.2) 141(72.7) 42(21.6) 
 健康状態の悪化 1(0.5) 19(9.7) 161(82.6) 14(7.2) 

オンラインの活用頻度  n（％） 
 活用している 導入を検討している 活用していない 

 利用者・家族支援 26(13.3) 13(6.7) 156(80.0) 
 他施設との面談 55(28.2) 18(9.2) 122(62.6) 
 事業所内・外の研修会 136(69.7) 20(10.3) 39(20.0) 

今後のオンライン活用に対する意向  n（％） 
 かなり積極的 やや積極的 やや消極的 かなり消極的 分からない 

 41(21.0) 78(40.0) 23(11.8) 10(5.1) 43(22.1) 
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調査票 

 

 
 

 

 この調査は、障害福祉サービス事業所の新型コロナウイルス感染症の影響による利用状況の実

態から利用者の生活状況の変化について明らかにするために行うものです。以下の説明をご一読

いただき、ご協力いただけますよう、よろしくお願い申し上げます。 

 

◆この調査への参加は強制されるものではありません。回答するかどうかは、貴台の意思 

 で自由に決めることができます。 

◆答えたくない質問がある場合には、その質問を飛ばして次の質問に移ってください。 

◆回答をしなかったり、回答を途中でやめたりしても、いかなる不利益も生じません。 

◆ご記入後、同封の封筒に入れ、２０２１年３月１９日（金）頃までにご投函ください。 

◆回答内容は統計処理を行いますので、記入者の個人が特定されることはありません。 

◆回答の統計処理からデータ保管と処分にいたるまで、回答は厳重に保護されます。データ

は、研究終了後 3年経過後に粉砕・廃棄致します。 

◆ご質問やご意見がある場合は、下記の連絡先までご遠慮なくお問い合わせください。 

 

 調査にご協力いただける場合には、次のページに進んでください。 

 ※アンケートへの記入をもって回答に同意いただいたものとさせていただきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
【お問い合わせ】 

 公益社団法人 新潟県作業療法士会  

      障害福祉対策委員会 北上 守俊（所属：新潟医療福祉大学） 

      連絡先：E-mail: kitakami@nuhw.ac.jp TEL・FAX：025-257-4497 

 

【本調査結果の概要を希望の方】 

 右記の QR コードから「氏名（漢字）」「ご所属先」「メールアドレス（携帯メール 

アドレス不可）」の 3 点をお知らせください。本調査の結果（概要）がまとまり次第 

データを、ご連絡いただきましたメールアドレスに送信させていただきます。 

 右記 QR コードからのご連絡が困難な場合は、下記の連絡先メールアドレスに上記 

3 点をご連絡いただければと思います。 

 本調査では新潟県内において、下記のいずれかの障害福祉サービスを提供されておられます事業所にア

ンケートを送付させていただいております。 

「療養介護」・「生活介護」・「施設入所支援」 

「機能訓練」・「生活訓練」・「就労移行支援」・「就労継続支援 A 型」・「就労継続支援 B 型」 
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以下の質問に対し、該当する項目の番号に○印または( )内に回答内容をご記入ください。 

 

１．貴台の役職を教えて下さい。     

（                記入例：一般職員、施設長等） 

 

２．所持されておられる資格がございましたら教えて下さい。 

 （                               ） 

 

３．障害福祉領域のおおよその経験年数を教えて下さい。 

               （        年）  

 

４．貴事業所の地域（市区町村）を教えて下さい。  

（                  例：新潟市中央区、弥彦村等） 

 

５．貴事業所で実施されている主な障害福祉サービス事業の数字に「〇」をご記入ください（複数回答可）。ま

た、回答された項目のカッコ内（  ）にご利用定員数をご記入ください。 

 

【介護給付】 

１．療養介護（   人） ２．生活介護（   人） ３．施設入所支援（   人） 

 

【訓練等給付】 

 １．機能訓練（   人）    ２．生活訓練（   人） 

３．就労移行支援（   人） ４．就労継続支援 A型（   人） ５．就労継続支援 B 型（   人） 

 

６．貴事業所をご利用されている方の障害種で多い順番（上位 1～5位）を教えてください。 

 ※5位までない場合は、順位付けが可能な範囲までご記入ください。 

 

 

 

 

 

 （  ）身体障害  （  ）知的障害  （  ）精神障害  （  ）発達障害  

（  ）高次脳機能障害  （  ）その他（            ） 

 

 

次のページへお進み下さい 

【回答例】 

（ 5 ）身体障害 （ 3 ）知的障害  （ 1 ）精神障害  （ 2 ）発達障害  

（ 4 ）高次脳機能障害 （  ）その他（           ） 
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７．新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の影響により、事業所のサービス提供の中止・制限状況について

教えてください。該当する回答番号に「〇」をご記入（複数回答可）の上、中止期間と制限をしたサービスや支

援について教えてください。 

回答

番号 
サービスの中止・制限の有無 中止・制限した期間と中止・制限内容 

1 
事業所の全サービス、支援を中止した又は

現在もしている 

【中止または制限した内容】 

記入例：①就労移行支援の事業のサービスを中止 

 

 

 

 

【中止した期間】 

記入例：①2020年 4月下旬から 7月下旬まで 

 

 

 

 

2 
事業所の一部のサービス、支援を中止・制

限した又は現在もしている 

【中止または制限した内容】 

記入例：①通所のご利用者の利用中止 

    ②外出訓練、外泊の禁止 

 

 

 

 

【中止した期間】 

記入例：①・②共に 2020年 4月下旬から 7月下旬まで 

 

3 事業所のサービス、支援は中止していない 
 

 

 

 

 

 

 

次のページへお進み下さい 
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８．新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の影響によるご利用者の生活・心身機能の変化について教えてく

ださい。ご利用者の中で、下記の各項目について機能低下・不調や生活範囲の縮小・減少等が生じた方が、どの

程度いらしたか該当する箇所にチェック☑を入れてください。 

項目 いない 多少いる（い

た） 

多数いる（いた） 

1．身体機能の不調 □ □ □ 

2．精神機能の不調 □ □ □ 

3．認知機能の低下 □ □ □ 

4．日常生活活動能力（ADL）の低下 □ □ □ 

5．就職活動の頻度の減少 □ □ □ 

6．余暇活動の頻度の減少 □ □ □ 

7．外出頻度の減少 □ □ □ 

8．運動量の減少 □ □ □ 

9．社会交流の頻度の減少 □ □ □ 

10．生活リズムが不安定 □ □ □ 

 

９．新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の影響による貴事業所の業務内容や経営状況の変化について教え

てください。下記の各項目の設問において最も当てはまる箇所にチェック☑を入れてください。 

1．残業の頻度 

 □かなり増えた □やや増えた □やや減った □かなり減った □変わらない 

2．業務量 

 □かなり増えた □やや増えた □やや減った □かなり減った □変わらない 

3．貴事業所の収入 

 □かなり増えた □やや増えた □やや減った □かなり減った □変わらない 

4．医療福祉従事者への差別や偏見を受けた職員 

 □かなりいる □少しいる □いない □分からない 

5．健康状態が悪化した職員 

 □かなりいる □少しいる □いない □分からない 

6．ご利用者や家族の支援において、ビデオ通話やオンライン会議システム（Zoom、Skypeなど）の活用 

 □活用している □導入を検討している □活用していない 

7．他施設との面談や情報交換時に、ビデオ通話やオンライン会議システム（Zoom、Skypeなど）の活用 

 □活用している □導入を検討している □活用していない 

8．事業所内・外の研修会や勉強会で、ビデオ通話やオンライン会議システム（Zoom、Skypeなど）の活用 

 □活用している □導入を検討している □活用していない 

9．今後の業務において、ビデオ通話やオンライン会議システム（Zoom、Skypeなど）の活用意向 

 □かなり積極的 □やや積極的 □やや消極的 □かなり消極的 □分からない 

 

お忙しい中ご協力いただき、大変ありがとうございます。 

お手数をおかけしますが、返信用封筒に入れて、ご投函くださいますよう、お願いいたします。 



16 

 

 【調査実施メンバー（五十音順）】 

公益社団法人 新潟県作業療法士会 

障害福祉対策委員会 

 

安中 裕紀 西新潟中央病院 

北上 守俊 新潟医療福祉大学 

北原 亮  柏崎厚生病院 

塚本 恵美 黒川病院 

松本 潔  新潟県立燕労災病院 


